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<2006/2007年度> 

 

人口 2,102万人 財政会計年度 ７月～６月

(東京都の約1.6倍) 為替制度 変動相場制

一人当たりＧＤＰ 36,831 ドル 通貨  オーストラリア・ドル

産業構造(GDP構成比)１次産業 2.3％

２次産業 26.9％ 面積 768.2万k㎡ (日本の約20倍)

３次産業 65.9％

１米ドル＝1.27オーストラリア・ドル

 経済成長率
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<オーストラリア経済のこれまで>

 
 

 

＜2007年の経済＞ 

2007年の経済成長率は4.1％（06年2.6％、06/07年度3.3％）となり、堅調な拡大が続いた。

個人消費は良好な雇用・所得環境に加えて、年央から所得減税が実施されたことにより堅調に

推移した。設備投資は、07年前半は資源分野の企業業績の改善に伴い内需をけん引したが、後

半は伸びが鈍化した。一方、輸出は豪ドルの増価が進んだことや、06年に続く大規模な干ばつ

による農業部門の生産の減少及び輸送インフラのボトルネックにより伸びは抑制された。消費

者物価上昇率は、07年後半以降、高水準で推移しており、10～12月期には政策目標圏（前年比

2.0～3.0％）の上限に達した。失業率も低下し続け、統計開始（79年）以来最低水準の4.4％と

なった。 

  



96～05年 05/06年度 06/07度 07/08年度

政府 ＯＥＣＤ ＩＭＦ 民間機関

実質ＧＤＰ 前年度比％ 3.7 3.0 3.3 3.5 2.9 3.2 実質ＧＤＰ

  個人消費 同上 4.0 2.6 4.0 4.5 3.7 ― 平均

  民間投資 同上 6.6 8.7 4.6 ― 6.2 ― 3.2

鉱工業生産 同上 1.9 0.5 3.5 ― ― ― 最大

消費者物価 同上 2.6 3.2 2.9 4.0 4.1 3.5 3.6

失業率 ％ 6.8 5.0 4.5 4.3 4.2 4.3 最小

経常収支 億米ドル ▲ 414.3 ▲ 526.1 ― 526 ― 2.7

(ＧＤＰ比) ％ (▲ 5.7) (▲ 6.4) (▲ 6.3) (▲ 4.7) (▲ 6.3) ( 21 社)

財政収支 億米ドル 118.2 135.1 ― ― ―

(ＧＤＰ比､年度) ％ ( 1.6) ( 1.6) ( 1.5) ( 1.5) ―

政府債務残高 億米ドル ▲ 0.6 ▲ 2.9 ― ― ―

(ＧＤＰ比､年度末) ％ (▲ 40.0) (▲ 241.5) (▲ 2.3) . ―

（備考）1．オーストラリア統計局統計。ただし財政収支及び政府債務残高、政府見通しは“The Commonwealth Budget
          2008/2009” (2008年５月）、ＯＥＣＤは“Economic Outlook 81”(2007年５月)、ＩＭＦは“World Economic Outlook”
　　　　（2007年４月）による。
        2. 年度ベース。例えば06/07年度については2006年７月～2007年６月。
　　　　3. ＯＥＣＤ見通しの民間投資は、総固定資本形成。
        4. 財政収支は、発生主義ベース。 
        5. 政府債務残高は、中央政府ネット値。

オーストラリアの主要経済指標

2008年

 
＜2008年の経済見通し＞ 

2008年の経済成長率は、3.3％程度になると見込まれる（政府見通し3.5％(07/08年度)）。民

間機関21社の平均は3.2％(08年５月時点）となり、前回（07年11月時点3.4％）を下回っている。 

政府はインフレ抑制のため金融引締め政策を強化していることから、年前半は内需が鈍化す

るものの、堅調な雇用環境が続くと期待されることや、７月以降は所得税減税が実施されるこ

とから、個人消費を中心に底堅く推移するものとみられる。また、08年は天候条件の改善によ

り穀物生産が前年を上回ることが見込まれており、穀物の輸出が持ち直すと期待される。 

交易条件の改善が経済を下支えする一方で、下方リスクとして、豪ドル増価による輸出のさ

らなる鈍化、物価上昇や金融引締め政策に伴う金利上昇によって内需が想定以上に減速する可

能性が懸念される。 

＜財政金融政策の動向＞ 

財政収支は、9.8億豪ドル（ＧＤＰ比0.1％）の赤字を計上した01/02年度を除き97/98年度以

降黒字で推移し、07/08年度予算では217億豪ドル（ＧＤＰ比1.8％）の黒字を見込んでいる。 

労働党政権が13年ぶりに担当した07/08年度の連邦予算では、歳出の伸びが1.1%と過去９年間

で最も低くインフレ抑制に対応した内容となっている。歳入面では、550億豪ドル規模の家庭支

援総合政策として、今後４年間にわたる個人所得税の減税、教育関連税の還付の実施、育児税

還付率の引き上げ及び住宅取得の支援等が盛り込まれている。歳出面では400億豪ドルを拠出し

て運輸・通信、高等教育研究施設及び国立病院のインフラ整備等に関する三つの新たな基金を

創設するほか、公共保険制度の活性化のための国民保険・国立病院改革、気候変動対策及び水

道設備の整備等に重点が置かれている。 

金融政策については、オーストラリア連邦準備銀行（ＲＢＡ）は、インフレ抑制のため07年8

月から08年３月にかけて政策金利を４度引き上げ7.25％とした後、３ヶ月連続で据え置いてい

る。ＲＢＡは、利上げの効果として国内需要に鈍化が見られる一方で、交易条件の改善が景気

を押し上げる可能性もあると指摘している。 

 

  


